令和８年度瀬戸市物価高騰対応介護福祉特別給付金給付事業実施要綱
（趣旨） 
第１条　この要綱は、エネルギー、食料品価格等の物価高騰による家計への影響を踏まえ、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第９条に規定する被保険者のうち、要介護の認定を受けた法第７条第３項に規定する要介護者に対し、支援を図ることを目的として、令和８年度瀬戸市物価高騰対応介護福祉特別給付金を給付するに当たり、必要な事項を定めるものとする。
（定義） 
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
⑴　介護手当　瀬戸市介護福祉手当支給要綱（平成１３年４月１日施行）に基づき支給する手当をいう。
⑵　介護手当受給者　瀬戸市介護福祉手当支給要綱第５条の規定による認定を受け、介護手当の支給を受けている者をいう。
⑶　特別給付金　前条の目的を達成するため、介護手当受給者に対して給付する給付金をいう。
（特別給付金の給付要件） 
第３条　市長は、次に掲げる者（以下「特別給付金対象者」という。）に対し、特別給付金を給付する。 
　⑴　瀬戸市介護福祉手当支給要綱第６条第２項の規定による令和８年１２月期（以下「令和８年１２月期」という。）に介護手当の支給を受ける者
⑵　前号の規定による特別給付金対象者が、当該特別給付金対象者に対する特別給付金が給付される日までの間に死亡した場合においては、当該特別給付金対象者の法定相続人代表者
２　前項の規定にかかわらず、令和８年１２月１日以後に介護手当受給者となった者に対しては、特別給付金を給付しないものとする。
（特別給付金の給付） 
第４条　市長は、特別給付金対象者に対し、この要綱に定めるところにより、特別給付金を１回に限り給付する。 
２　前項の特別給付金の額は、特別給付金対象者１人につき１０，０００円とする。 
（特別給付金対象者に対する給付の申入れ等） 
第５条　市長は、特別給付金対象者に対し、特別給付金の給付の申入れを行うものとする。 
２　前項の申入れを受けた特別給付金対象者は、令和８年度瀬戸市物価高騰対応介護福祉特別給付金給付拒否届出書（第１号様式）を市長に提出することにより、特別給付金の給付を拒否することができる。
３　市長は、市長が別に定める日までに前項の規定による届け出をしなかった特別給付金対象者について、速やかに特別給付金の給付を決定し、当該特別給付金給付の決定者（以下「特別給付金決定者」という。）に対し、特別給付金を給付する。
(特別給付金決定者に対する給付の方式） 
第６条　特別給付金決定者に対する本市からの特別給付金の給付は、令和８年　１２月期の支払日に介護手当を支給する口座に、当該特別給付金を振り込む方式によるものとする。
（未支払特別給付金の請求等） 
第７条　第３条第１項第２号に規定する特別給付金対象者で、未支払の特別給付金の請求をしようとするものは、令和８年度瀬戸市物価高騰対応介護福祉特別給付金未払分支払い申請書（第２号様式）を提出しなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、瀬戸市介護福祉手当支給要綱第９条の規定により未支払の介護手当（令和８年８月分、９月分、１０月分又は１１月分の介護手当に限る。）を請求した者は、前項の規定による申請書の提出があったものとみなす。
　（給付が行われなかった場合等の取扱い）
第８条　市長が、第５条第３項の規定による給付決定を行った後、第６条から前条までの規定による給付方法により手続きを行ったにもかかわらず、令和９年３月３１日までに口座が口座解約、口座変更等により特別給付金を給付できなかった場合は、当該特別給付金の給付手続は解除し、当該特別給付金は給付しない。
（不当利得の返還） 
第９条　市長は、特別給付金の給付を受けた後に特別給付金対象者の要件に該当しなかったこと、又は偽りその他不正の手段により特別給付金を受けたことが明らかになった場合は、当該給付決定を取り消し、給付を行った特別給付金の返還を求めるものとする。 
（受給権の譲渡又は担保の禁止） 
第１０条　特別給付金の給付を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 
（その他） 
第１１条　この要綱に定めるもののほか、特別給付金の給付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 
（施行日）
１　この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。
　（この要綱の失効等）
[bookmark: _GoBack]　２　この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに特別給付金の給付を受けたものに係る第９条の規定は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。
